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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第111期
第３四半期
連結累計期間

第112期
第３四半期
連結累計期間

第111期

会計期間
自　平成26年１月１日
至　平成26年９月30日

自　平成27年１月１日
至　平成27年９月30日

自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日

売上高 (百万円) 12,685 14,665 18,090

経常利益 (百万円) 174 512 529

四半期(当期)純利益 (百万円) 89 272 435

四半期包括利益又は
包括利益

(百万円) 315 527 722

純資産額 (百万円) 5,493 6,419 5,678

総資産額 (百万円) 14,420 16,143 17,068

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 7.58 23.14 36.86

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 38.1 39.8 33.3
 

 

回次
第111期
第３四半期
連結会計期間

第112期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成26年７月１日
至　平成26年９月30日

自　平成27年７月１日
至　平成27年９月30日

１株当たり四半期
純損失金額(△)

(円) △0.99 △0.79
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、前

事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、円安・原油安・金融緩和策のいわゆる「トリプルメリッ

ト」を背景として企業収益が好調に推移してきたものの、新興国経済の減速の影響を受け、現在踊り場にさしか

かっております。しかしながら雇用・所得環境の改善により個人消費は持ち直しの動きを見せ、また企業の設備投

資意欲も底堅さが確認されており、全体としては今後も緩やかな景気回復基調をたどるものと思われます。

このような状況の中、当社グループは長期経営ビジョン「正興グループビジョン１００」及び新中期経営計画

「ＳＥＩＫＯ ＩＣ２０１７」を策定し、激変する事業環境を大きく成長する機会ととらえ、４つの重点課題（①コ

ア事業の基盤強化による事業の拡大と高収益化 ②新事業・新分野の拡大 ③戦略的な人材育成 ④ＣＳＲ経営の推

進）に取り組んでまいりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、受注高は17,003百万円（前年同期比　25.8％増）、売上高は

14,665百万円（同　15.6％増）となりました。

損益につきましては、営業利益は532百万円（前年同期比　215.4％増）、経常利益は512百万円（同　192.8％

増）、四半期純利益は272百万円（同　203.7％増）となりました。

　　　セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

 
（電力部門）

電力会社の設備投資抑制などの影響が続く中、配電分野、メンテナンス分野及びＩＴシステム関連に注力してま

いりました結果、配電システムや機器関連が増加し受注高は3,596百万円（前年同期比　25.6％増）、売上高は

3,495百万円（同　18.7％増）となりました。

 

（環境エネルギー部門）

太陽光関連設備や家庭用蓄電システム等が堅調に推移し、受注高は10,737百万円（前年同期比　33.9％増）、売

上高は8,842百万円（同　19.8％増）となりました。

 

（情報部門）

港湾関連システムや健康管理システムに注力してまいりました結果、受注高は925百万円（前年同期比　17.2％

増）、売上高は708百万円（同　1.0％減）となりました。

 

（その他）

産業関連設備においては、サービス分野での環境・省エネ設備関連の取り込みに注力してまいりましたが、受注

高は1,743百万円（前年同期比　5.2％減）、売上高は1,619百万円（同　1.5％減）となりました。
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(2) 財政状態の分析

（流動資産）

当第３四半期連結会計期間の流動資産の残高は、前連結会計年度と比較して1,110百万円減少の10,387百万円とな

りました。これは主に、受取手形及び売掛金が1,423百万円減少したことによるものであります。

（固定資産）

当第３四半期連結会計期間の固定資産の残高は、前連結会計年度と比較して185百万円増加の5,755百万円となり

ました。これは主に、有形固定資産が減価償却等により132百万円減少したものの、投資有価証券が時価の上昇等に

より353百万円増加したことによるものであります。

（流動負債）

当第３四半期連結会計期間の流動負債の残高は、前連結会計年度と比較して1,343百万円減少の7,356百万円とな

りました。これは主に、短期借入金が1,704百万円減少したことによるものであります。

（固定負債）

当第３四半期連結会計期間の固定負債の残高は、前連結会計年度と比較して322百万円減少の2,367百万円となり

ました。これは主に、退職給付に係る負債が370百万円減少したことによるものであります。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間の純資産の残高は、前連結会計年度と比較して740百万円増加の6,419百万円となりま

した。これは主に、利益剰余金が退職給付に関する会計方針の変更により359百万円、四半期純利益の計上により

272百万円増加したことやその他有価証券評価差額金が時価の上昇により252百万円増加したことによるものであり

ます。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）の事業上及び財務上の対処すべき課

題に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は185百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 36,000,000

計 36,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年11月４日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,953,695 11,953,695 福岡証券取引所 単元株式数100株

計 11,953,695 11,953,695 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成27年７月１日～
平成27年９月30日

― 11,953 ― 2,323 ― 1,603
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   平成27年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式   198,800

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 11,742,600 117,426 ―

単元未満株式 普通株式    12,295 ― ―

発行済株式総数          11,953,695 ― ―

総株主の議決権 ― 117,426 ―
 

(注) １　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式７株が含まれております。

２　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が900株（議決権９

個）が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成27年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社正興電機製作所

福岡市博多区東光二丁目
７番25号

198,800 ― 198,800 1.66

計 ― 198,800 ― 198,800 1.66
 

 

２ 【役員の状況】

　 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成27年７月１日から平成

27年９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年１月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,444 1,313

  受取手形及び売掛金 ※１  7,834 6,410

  有価証券 75 108

  商品及び製品 230 127

  仕掛品 1,354 1,715

  原材料 311 360

  その他 260 364

  貸倒引当金 △12 △13

  流動資産合計 11,498 10,387

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 2,343 2,260

   その他（純額） 849 799

   有形固定資産合計 3,192 3,060

  無形固定資産 262 229

  投資その他の資産   

   投資有価証券 2,046 2,400

   その他 69 67

   貸倒引当金 - △1

   投資その他の資産合計 2,115 2,466

  固定資産合計 5,570 5,755

 資産合計 17,068 16,143

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 3,899 3,842

  短期借入金 3,228 1,523

  未払法人税等 190 271

  賞与引当金 - 329

  工事損失引当金 5 12

  その他 1,374 1,377

  流動負債合計 8,699 7,356

 固定負債   

  長期借入金 285 249

  退職給付に係る負債 2,094 1,723

  その他 310 394

  固定負債合計 2,690 2,367

 負債合計 11,390 9,724
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,323 2,323

  資本剰余金 1,640 1,640

  利益剰余金 1,604 2,118

  自己株式 △71 △100

  株主資本合計 5,496 5,981

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 523 776

  為替換算調整勘定 △125 △138

  退職給付に係る調整累計額 △215 △200

  その他の包括利益累計額合計 182 437

 純資産合計 5,678 6,419

負債純資産合計 17,068 16,143
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年９月30日)

売上高 12,685 14,665

売上原価 10,683 12,244

売上総利益 2,001 2,420

販売費及び一般管理費 1,832 1,888

営業利益 168 532

営業外収益   

 受取利息 1 0

 受取配当金 15 20

 受取賃貸料 6 7

 為替差益 7 -

 貸倒引当金戻入額 10 -

 その他 10 9

 営業外収益合計 52 37

営業外費用   

 支払利息 25 29

 為替差損 - 12

 その他 20 16

 営業外費用合計 46 58

経常利益 174 512

税金等調整前四半期純利益 174 512

法人税、住民税及び事業税 84 317

法人税等調整額 0 △76

法人税等合計 85 240

少数株主損益調整前四半期純利益 89 272

四半期純利益 89 272
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 89 272

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 234 252

 為替換算調整勘定 △8 △12

 退職給付に係る調整額 - 15

 その他の包括利益合計 225 255

四半期包括利益 315 527

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 315 527
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及

び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付適用

指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて第１

四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を

期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年

数を基礎とする方法から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を

使用する方法に変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四半期

連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減してお

ります。

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が363百万円減少し、利益剰余金が359百万円増

加しております。また、当第３四半期連結累計期間の損益及びセグメント情報に与える影響は軽微であります。

 
(追加情報)

　　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成27

年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引

下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は

従来の35.4％から平成28年１月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異等については32.8％に、平

成29年１月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等については32.1％にそれぞれ変更されて

おります。

なお、この税率変更による影響は軽微であります。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

※１　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理

四半期連結会計期間末日満期手形については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が、連結会計年度末残

高に含まれております。

 
前連結会計年度
(平成26年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

受取手形 18百万円 ―百万円
 

 
 ２　受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度
(平成26年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

受取手形割引高 29百万円 ―百万円

受取手形裏書譲渡高 147百万円 83百万円
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

　前第３四半期連結累計期間（自 平成26年１月１日　至 平成26年９月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自 

平成27年１月１日　至 平成27年９月30日）

　当社グループの売上高は、事業の性質上、第１四半期連結会計期間及び第４四半期連結会計期間の売上高が他の四

半期連結会計期間と比較して多くなる傾向があります。

 

EDINET提出書類

株式会社正興電機製作所(E01760)

四半期報告書

13/18



 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
至　平成26年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
至　平成27年９月30日)

 減価償却費 206百万円 213百万円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自　平成26年１月１日　至　平成26年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年２月19日
取締役会

普通株式 59 5.00 平成25年12月31日 平成26年３月14日 利益剰余金

平成26年７月30日
取締役会

普通株式 59 5.00 平成26年６月30日 平成26年８月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 
当第３四半期連結累計期間(自　平成27年１月１日　至　平成27年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年２月18日
取締役会

普通株式 58 5.00 平成26年12月31日 平成27年３月13日 利益剰余金

平成27年７月29日
取締役会

普通株式 58 5.00 平成27年６月30日 平成27年８月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自　平成26年１月１日　至　平成26年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計 調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２電力部門

環境
エネルギー
部門

情報部門 計

売上高         

  外部顧客への売上高 2,944 7,380 715 11,039 1,645 12,685 ― 12,685

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 153 269 422 851 1,273 △1,273 ―

計 2,944 7,534 984 11,462 2,496 13,959 △1,273 12,685

セグメント利益又は
損失（△）

18 141 40 200 △31 168 ― 168
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、制御機器、電子装置、(高分子/

液晶)複合膜フィルム等の製造販売、汎用電気品等の販売であります。

２　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 
　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自　平成27年１月１日　至　平成27年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計 調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２電力部門

環境
エネルギー
部門

情報部門 計

売上高         

  外部顧客への売上高 3,495 8,842 708 13,045 1,619 14,665 ― 14,665

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 237 225 463 1,299 1,762 △1,762 ―

計 3,495 9,080 934 13,509 2,919 16,428 △1,762 14,665

セグメント利益又は
損失（△）

369 237 2 608 △76 532 ― 532
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、制御機器、電子装置、(高分子/

液晶)複合膜フィルム等の製造販売、汎用電気品等の販売であります。

２　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
至　平成26年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
至　平成27年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 7円58銭 23円14銭

 (算定上の基礎)   

四半期純利益金額(百万円) 89 272

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 89 272

普通株式の期中平均株式数(千株) 11,815 11,758
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

第112期（平成27年１月１日から平成27年12月31日まで）中間配当について、平成27年７月29日開催の取締役会にお

いて、平成27年６月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議しており

ます。

① 配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　58百万円

② １株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　５円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成27年８月28日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年11月２日

株式会社正興電機製作所

 取締役会 御中

 

有限責任監査法人トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   内　　藤　　真　　一   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   中　　野　　宏　　治   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社正興電

機製作所の平成27年１月１日から平成27年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成27年７月１日か

ら平成27年９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年１月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社正興電機製作所及び連結子会社の平成27年９月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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